別紙（１）－２

『経営改善計画策定支援事業（ガイドラインに基づく計画策定等の支援）利用申請書』
自己記入チェックリスト
	No
	認定
経営革新等
支援機関
	中小企業
活性化
協議会
	チェック項目

	1
	□
	－
	本申請につき、本事業の対象外となる事由がないかを確認したか。

（マニュアル・FAQの「２－１．支援の目的・概要」の、「対象となる事業者」「対象とならない計画等」「本事業の対象となる外部専門家・第三者支援専門家」等の内容をふまえてチェックする。）

	2
	□いない
□いる
	□いない
□いる
	外部専門家・第三者支援専門家の中に、同じ案件について、別途すでに利用申請をしている者はいるか。

	3
	□
	□
	申請書に、申請者（事業者）の押印はあるか。

	4
	□
	□
	申請書に、記載漏れはないか。

	5
	□
	□
	申請者（認定経営革新等支援機関）は、認定経営革新等支援機関の資格を有するか。

	6
	□
	□
	添付書類が添付されているか。

	
	□
	□
	· 「申請者（事業者）の概要」

	
	□
	□
	· 「自己記入チェックリスト」

	
	□
	□
	· 「業務別見積明細書」

	
	□
	□
	· 申請者の履歴事項全部証明書（原本）
（個人事業主の場合は、開業届（写し）又は確定申告書（写し））

	
	□
	□
	· 認定経営革新等支援機関であることを証する資料
（例：認定通知書（写し）又は認定経営革新等支援機関検索システムでの検索結果（写し））

	
	□
	□
	· 認定経営革新等支援機関ごとの見積書
（複数の認定経営革新等支援機関が連名で申請するのでない場合は、｢業務別見積明細書｣で代用可）

	
	□
	□
	· 認定経営革新等支援機関ごとの単価表

	
	□
	□
	· 申請者の直近３年分の確定申告書（写し）

	
	□
	□
	· 経営改善計画策定支援に係る工程表（スケジュール表）

	
	□①
□②
□提出予定
	□①
□②
（いずれか）
	· ①ガイドラインに基づく一時停止の要請文書（写し）　又は
· ②申請者がガイドラインに基づく計画策定を検討していることの確認書面（原本）
（利用申請時に提出できない場合は、原則として利用申請から1ヵ月以内に提出する）


※原本での提出が必要でないものについては、電磁的記録(メール等)による提出可
※なお、協議会の了解があった場合は、押印版を提出する前に、ドラフトを協議会にメール等で送付して記載の不備等について確認してもらうことも考えられます。
※協議会から要請があった場合は、申請書の提出と同時期に、「利用申請書」「申請者（事業者）の概要」「業務別見積明細書」のExcel・Wordファイル（最終版）等を協議会にご送付ください。
